
 

避難者に係る主な課題と対応策（案） 

 

資料４ 

・避難所生活が長期化すると、

生活環境の悪化、プライバシー

確保の問題、風邪の蔓延等健

康管理の問題などの様々な問

題が発生

・避難所生活から応急住宅での

生活への早期移行が必要であ

るが、応急住宅の確保に時間

がかかる

・従前住宅の近くに応急住宅を

確保したいというニーズが高い

状況 課題 主な対応策

避難所不足
（避難所生活期）

避難所不足
（避難所生活期）

応急住宅不足
（避難所外生活期）

応急住宅不足
（避難所外生活期）

避難所生活者数の
最大値の低減

避難所生活者数の
最大値の低減

避難所以外の既存施設
の活用

避難所以外の既存施設
の活用

避難所不足地域から
他地域への避難者

の移動

避難所不足地域から
他地域への避難者

の移動

応急住宅需要の低減応急住宅需要の低減

応急住宅の早期供給応急住宅の早期供給

不足地域から他地域
への避難者の移動

不足地域から他地域
への避難者の移動

発災直後の
避難所需要

発災直後の
避難所需要

応急住宅の
需要

応急住宅の
需要

※ 疎開者：

避難所以外
の親類・知
人・友人宅等
への避難者

避難所生活者
４６０万人

避難所生活者
４６０万人

応急危険度判定による
従前住宅の利用促進

応急危険度判定による
従前住宅の利用促進

近隣地域の
避難所の利用

近隣地域の
避難所の利用

応急修理等による
従前住宅への復帰

応急修理等による
従前住宅への復帰

応急仮設住宅の
早期提供

応急仮設住宅の
早期提供

避難所生活者数の
早期低減

避難所生活者数の
早期低減

帰省・疎開の
奨励・あっせん

帰省・疎開の
奨励・あっせん

住宅の耐震化住宅の耐震化

ﾗｲﾌﾗｲﾝの耐震化ﾗｲﾌﾗｲﾝの耐震化

・東京湾北部地震発災ケース

においては、東京都区部を

中心に、避難所が不足する

区市町村が発生し、区部計

では避難所が不足

・ライフライン機能支障によっ

ても避難者が発生

・自宅近辺への避難ニーズが

高い （一方で、避難所不足

地域から他地域への移動も

課題）

・被害の大きな地域ほど避難

所が不足し、避難者が集中

するため、生活空間不足や

プライバシー確保の問題、ト

イレ問題等が発生

公的・民間施設の活用公的・民間施設の活用

発災直後～

（避難所生活期）

発災数週間後～

（応急住宅生活期）

屋外避難への支援屋外避難への支援 屋外での
テント等の活用

屋外での
テント等の活用

家具等の固定の推進家具等の固定の推進

疎開者(※)
２５０万人

疎開者(※)
２５０万人

避難者
７００万人

避難者
７００万人

ﾗｲﾌﾗｲﾝの早期復旧ﾗｲﾌﾗｲﾝの早期復旧

民間の空き家・空き室の
活用（民間賃貸住宅等）

民間の空き家・空き室の
活用（民間賃貸住宅等）

公的な空き室の活用
（公営住宅等）

公的な空き室の活用
（公営住宅等）

震災時に有効に機能
する避難所の確保

震災時に有効に機能
する避難所の確保

既存避難所の耐震化既存避難所の耐震化

既存避難所の機能
確保・向上

既存避難所の機能
確保・向上

うち住家被害により居住
困難となった疎開者

うち住家被害により居住
困難となった避難所生活者

ホテル・旅館、
公的宿泊施設の活用

ホテル・旅館、
公的宿泊施設の活用


